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論⽂の概要 

新型コロナウイルスの感染拡⼤により宿泊業が受けた経済的損失を都道府県単位で
定量化し要因分析を⾏い、宿泊業を担う労働⼒となり得る⼈⼝の割合が⾼いほど損失も
少なく、観光資源のタイプにより受ける損失が異なることを⽰唆した。 

 
論⽂審査会コメント 

宿泊者数の要因分析を重回帰分析の結果を踏まえ丁寧に検証し、⾼い実証研究能⼒を
⽰している。特に⽬的変数の設定に⼯夫があり、政策提⾔も妥当性が⾼い。今後の課題
も明記されており、今後さらに研究を深めることも期待できる。 
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COVID-19 の 5類感染症移行後における宿泊者数損失の要因分析 

中江芙佳＊・緒方奏士＊・山本真大＊・佐々木大地＊ 

＊：同志社大学文化情報学部文化情報学科 

1. 研究の背景・目的 

1.1 背景と問題意識 

 観光業は日本において重要な産業である．令和 5 年 3 月 31 日に閣議決定された「観光立国推進基本

計画」[11]では，「ウィズコロナ・ポストコロナにおいても，観光を通じた国内外との交流人口の拡大の

重要性に変わりはなく，観光は今後とも成長戦略の柱，地域活性化の切り札である」と述べられてい

る． 

 一方で，観光業の脆弱性についても指摘されている．高坂(2021)[14]は，観光業は安定した社会環境

下で盛んになる平和産業であることから，自然災害や感染症，国際紛争・テロ，経済危機といったイ

ベントリスクに対する耐性が乏しいと述べた． 

 Burini (2020)[1]は，特に，2019 年 12 月 30 日に世界で最初の感染が発表された[16]新型コロナウイル

スの感染拡大によって，観光体験の 2 つの重要な条件である人々の動きと相互作用が完全に制限さ

れ，観光地及び観光業の脆弱性が改めて浮き彫りになったと述べた． 

実際，観光庁(2021) [8]によると，新型コロナウイルス発生後の 2020 年において，日本国内のホテ

ル・旅館等の延べ宿泊者数は 3 億 480 万人泊であり，前年と比較して 48.9％減であった．このことか

らも，観光業の脆弱性を伺うことができる． 

このような観光業の脆弱性に対して，以下のような国内の先行研究が行われてきた． 

岩崎ら(2022)[7]は，日本の 6 つの観光地が過去に直面した地震や火山の大規模噴火の際，観光入込

客数がどのように推移したかについて明らかにした．また，佐野ら(2022)[17]は，新型コロナウイルス

感染拡大前の宿泊者数のデータと翌年の拡大後の宿泊者数のデータを用いて，都道府県単位で宿泊者

数の変化率を算出することで宿泊業が受けた影響を定量化し，変化率の高い都道府県に対して，その

要因について考察する為のメールによる調査を行った．さらに，国枝(2022)[13]は，危機からのレジリ

エンス（経済的・社会的回復力）に関するこれまでの様々な学問領域での先行研究を整理し，COVID-

19 に対する観光業のレジリエンスに関する分析への応用を提案したが，定量的な分析は行っていな

い． 

このように，観光業の脆弱性とその要因に対するこれまでの国内の先行研究は，時系列データの基

礎集計及び質的調査に基づく考察にとどまっており，観光業の脆弱性に関わる要因を統計的手法によ

り定量的に解明していない点が課題である． 

令和 6 年観光白書によると，宿泊旅行に関して，日本における 2023 年の延べ宿泊者数（日本人・外

国人の合計）は概ねコロナ前水準まで回復（2019 年比 0.5％減）している[10]．このように，全国的に

観光業が回復傾向に向かいつつある今，過去の感染症により受けた経済的損失の要因について定量的

に分析することが重要である．この分析を通じて，将来起こり得る新たな感染症拡大とそれに伴う観

光業の経済的損失に対する備えを強化し，より強靭な観光産業の構築に繋げることができる． 
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1.2 目的 

 本研究の目的は，観光業の中でも国内において観光 GDP の多くを占めている宿泊業[9]に着目し，新

型コロナウイルス感染拡大により宿泊業が受けた経済的損失を都道府県単位で定量化し，その要因分

析を行うことで，将来起こり得る新たな感染症拡大とそれに伴う観光業の経済的損失に対する備えの

強化への一助となる知見を得ることである． 

2. 分析方法 

2.1 分析の方針 

本研究では，研究目的を達成する為に重回帰分析を行った．まず初めに，各都道府県の宿泊業が新

型コロナウイルス感染拡大によって受けた経済的損失を宿泊者数損失として定義し，Jinyan ら(2023)[3]

と Zhou ら(2019)[6]の研究を参考に定量化した．次に，各都道府県における月別の宿泊者数損失につい

て，推移の違いを明らかにする為に基礎分析を行った．この結果に基づいて，2023 年 5 月～2024 年 5

月の宿泊者数損失の合計を重回帰分析における目的変数として設定し，この目的変数に対して重回帰

分析を行った．分析の流れは以下の通りである． 

2.2 宿泊者数損失の定量化 

 本研究では，各都道府県の宿泊業が新型コロナウイルス感染拡大により受けた経済的損失を各都道

府県における宿泊者数損失と捉えた．そして，新型コロナウイルス感染拡大がなかったと仮定した場

合の宿泊者数の予測値と実際の宿泊者数を用いて定量化した． 

 Jinyan らと Zhou らの研究では，自然災害や感染症拡大等のある危機的事態に対して，それがなかっ

た場合の一人あたり GDP やホテル収益といった経済データの推移を ARIMA モデルで予測し，その予

測値を用いた分析が行われた． 

本研究でもこの考えに基づいて，「新型コロナウイルス感染拡大が発生しなかった場合の宿泊者数の

推移」を求め，それを用いて，ある月における宿泊者数損失を定量化した．ある月 t における宿泊者数

損失の定義は以下の通りである； 

𝑙𝑡 =  
𝑦𝑡̂  −  𝑦𝑡

𝑦𝑡̂
   ,      𝑡 ∈ 𝑇0 

(T0；2020 年 1 月～2024 年 5 月の各月時点の集合)  

 𝑦𝑡̂は「新型コロナウイルス感染拡大がなかった場合」の宿泊客数の予測値，𝑦𝑡は実際の宿泊者数であ

る．ある時点 t において，それまでにコロナ感染拡大がなかった場合の宿泊者数𝑦𝑡̂と実際の宿泊者数𝑦𝑡

の差をとり𝑦𝑡̂で割ることによって，期待される宿泊者数に対してどれだけ宿泊者数損失が発生したかを

𝑙𝑡で定量化した． 

本研究では，2020 年 1 月～2024 年 5 月の宿泊者数𝑦𝑡̂の予測について用いるモデルとして Holt-

winters 法を採用した．Holt-winters 法は時系列データの予測で，トレンドと季節変動に対応できるこ

とを特徴としている[2][4]．都道府県別の月別宿泊客数のデータに対して変動分解分析を行ったところ，

トレンドと季節性が見られた為，トレンドと季節変動を考慮した予測に優れた Holt-winters 法を本研

究で採用した． 

2012 年 1 月～2018 年 5 月のデータを学習データ，2018 年 6 月～2019 年 12 月のデータをテストデ
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ータとし，各都道府県における宿泊者数の予測精度を確認する為，MAPE(平均絶対パーセント誤差)を

出力した．その要約統計量は以下の通りである． 

 

[表 1；Holt-winters 法による各都道府県の宿泊者数予測における MAPE] 

 

(※値は小数点以下第五位で四捨五入している) 

2.3 宿泊者数損失𝑙𝑡の推移に関する基礎分析と目的変数の設定 

 𝑙𝑡の推移について，各都道府県の特徴を知る為に基礎分析を行った．各都道府県で 2020 年 1 月～

2024 年 5 月における宿泊者数損失𝑙𝑡を算出し，𝑙𝑡を特徴量ベクトルとしたクラスタリングを行うこと

で，𝑙𝑡の推移について考察を行った．データ構造を明確化させる為に UMAP を適用し，クラスタリン

グには密度ベースの手法である HDBSCAN を採用した[5]． 

 
[図 1；クラスタリング結果] 

分析の結果，4 つのクラスタに分類された．特に，2023 年 5 月以降の宿泊者数損失𝑙𝑡に基づいて，

これらのクラスタが特徴づけられる傾向が見られた．この結果を踏まえ，2023 年 5 月[15]以降における

宿泊者数損失の都道府県間の差異を詳細に分析する為に重回帰分析を行う．目的変数は各都道府県に

おける 2023 年 5 月以降の𝑙𝑡の合計である．すなわち，目的変数は以下のように表される； 

𝐿 = ∑ 𝑙𝑡

𝑡∈𝑇1

= ∑
𝑦𝑡̂  −  𝑦𝑡

𝑦𝑡̂
𝑡∈𝑇1

 

(T1；2023 年 5 月～2024 年 5 月の各月時点の集合)  

2.4 重回帰分析 

 各都道府県における L の要因を知る為，重回帰分析を行った．説明変数として用いた 6 つの変数に

ついては次章で述べる．重回帰分析を行う際には値を標準化し，多重共線性を考慮する為，各変数の

VIF 値も算出した．本研究での重回帰分析のモデル式は以下のように表される； 

𝐿 = 𝛽0 +  𝛽1𝑥1 +  𝛽2𝑥2 +  𝛽3𝑥3 +  𝛽4𝑥4 +  𝛽5𝑥5 +  𝛽6𝑥6 + 𝜀 

最小値 第 1 四分位数 第 2 四分位数 平均値 第 3 四分位数 最大値 

3.6282 5.8473 6.8158 8.0983 9.4257 20.3177 
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ここで， 

L；目的変数（各都道府県における 2023 年 5 月以降の宿泊者数損失の合計） 

β₀；切片 

β₁, β₂, ... , β₆；各説明変数の回帰係数 

x₁, x₂, ... , x₆；説明変数 

ε；誤差項 

を表す． 

3. データの概要 

3.1 宿泊者数損失の定量化に用いたデータ 

 各都道府県の各月における宿泊者数損失𝑙𝑡や重回帰分析における目的変数 L を出力するに当たり，観

光庁が公開している「宿泊旅行統計調査」における延べ宿泊者数(人)のデータ[7]を用いた．都道府県別

延べ宿泊者数には，外国人宿泊者と日本人宿泊者のいずれも含まれている為，延べ宿泊者数を用いる

ことによって，国内宿泊旅行と訪日宿泊旅行の両方が受ける損失を考慮した．使用したデータは 2012

年 1 月～2024 年 5 月のデータである． 

3.2 重回帰分析の説明変数に用いたデータ 

宿泊者数損失の合計 L を目的変数とした重回帰分析において，説明変数の選定には福井ら

(2013)[21]，杉本ら(2014)[18]の先行研究を参考にし，主に(a)経済データと(b)観光タイプという二つの

観点から選定した．重回帰分析で用いた説明変数は表 2 の通りである． 

 

[表 2；重回帰分析で用いた説明変数の概要] [12] [19] [20] 

 

データ名 データ年度 データの説明 出典 

(a)生産年齢人口割合 2022 年 SSDSE-E に掲載されている 15 歳

～64 歳人口(人)を総人口(人)で割

って算出した． 

総務省 

SSDSE-E 

(a)大学生割合 2022 年 SSDSE-B に掲載されている大学

学生(人)を総人口(人)で割って算

出した． 

総務省 

SSDSE-B 

(b)外国人宿泊者割合 2019 年 2019 年の外国人宿泊者数(人)を

2019 年の延べ宿泊者数(人)で割っ

て算出した． 

観光庁 

「宿泊旅行統計調査」 

(b)人文自然資源複合型ダミー 2014 年 杉本＆菊池(2014)の研究結果に基

づき，人文資源複合型観光の都道

府県であれば１，そうでなければ

０のダミー変数として定義した． 

杉本＆菊池(2014) 

「日本における観光資源

分布の地域的特徴」 

(b)都市人文資源型ダミー 2014 年 杉本＆菊池(2014)の研究結果に基

づき，都市人文資源型観光の都道

府県であれば１，そうでなければ

０のダミー変数として定義した． 

杉本＆菊池(2014) 

「日本における観光資源

分布の地域的特徴」 

(b)海浜自然資源型ダミー 2014 年 杉本＆菊池(2014)の研究結果に基

づき，海浜自然資源型の都道府県

であれば１，そうでなければ０の

ダミー変数として定義した． 

杉本＆菊池(2014) 

「日本における観光資源

分布の地域的特徴」 
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 福井らの研究では，被災地における観光業の回復過程の要因について，スプライン変数を用いた重

回帰分析が行われ，説明変数は経済データ，気象データ，復興施策という３つの観点から選定され

た．本研究では，このうち，労働力という観点から(a)経済データに着目した．2023 年 5 月以降，観光

需要が回復に向かう一方，人材不足の問題が顕著化している[9]．したがって，豊富な労働力で人材不足

の問題を解消することで需要に見合った供給を実現している都道府県の宿泊者数損失は少ないと考え

る．そこで，主な労働力である生産年齢人口の割合が大きいほど，宿泊者数損失が少ないという仮説

の下，(a)生産年齢人口割合を説明変数として使用した．また，宿泊業では全産業と比較して非正規雇

用者の割合が 54％と高い[9]ことを考慮し，アルバイトとして労働力となる大学生の割合が大きいほど

宿泊者数損失が少ないという仮説の下，(a)大学生割合も説明変数として使用した． 

また，福井らや岩崎らの研究において観光地のタイプを考慮した観光業の回復過程に関する分析が

行われていたことに基づき，(b)各都道府県の観光タイプに関する説明変数も用いた．具体的に，外国

人旅行者を主とした観光地か国内旅行者を主とした観光地かを表す指標として，外国人宿泊者割合を

用いた．新型コロナウイルス感染拡大前からの潜在的な観光タイプについて考察を行う為，データの

年度は新型コロナウイルス感染拡大前の 2019 年とした． 

次に，観光資源タイプについては杉本らの研究結果を参考にした．杉本らの研究では，国土交通省

国土政策局が公開している GIS データベースを用いて各都道府県の観光資源分布の集中度を定量化

し，これに基づいて各都道府県が 4 つの観光資源タイプにグループ分けされた[18]．各観光資源タイプ

とその都道府県数は表 3 の通りである． 

[表 3；4 つの観光資源タイプ] [18] 

 

 各都道府県が各観光資源タイプに属するか否かをダミー変数(1；属する, 0；属さない)として説明変

数に追加した． 

4. 結果 

2023 年 5 月～2024 年 5 月における宿泊者数損失の合計 L を目的変数として重回帰分析を行った結

果は以下の表 4 の通りである． 

 

 

 

 

 

 

 

観光資源タイプ 都道府県数 

陸域自然資源型 20 

海浜自然資源型 7 

都市人文資源型 10 

人文自然資源複合型 10 
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[表 4；重回帰分析の結果] 

 

***；有意水準 1％  **；有意水準 5％  *；有意水準 10％ 

(※P 値と VIF 値は小数点以下第五位で四捨五入している) 

 有意水準 1％で(a)生産年齢人口割合，有意水準 5％で(a)大学生割合と(b)外国人宿泊者割合，有意水

準 10％で(b)海浜自然資源型ダミーがそれぞれ有意であった．また，すべての説明変数において VIF 値

が 10 未満であり，強い多重共線性は見られなかった． 

5. 考察 

5.1 結果の解釈 

本章では，前章の重回帰分析の結果に基づいて考察を行う．有意であった説明変数(a)生産年齢人口

割合，(a)大学生割合，(b)外国人宿泊者割合，(b)海浜自然資源型ダミーの４つに対して考察する． 

 (a)生産年齢人口割合は有意水準 1％で有意であり，回帰係数は負である為，生産年齢人口割合が高

いほど宿泊者数損失の合計 L が少ないと解釈することができる．生産年齢人口は仮説でも述べた通

り，労働力となる為，労働力となり得る生産年齢人口の割合が高いほど，インバウンドによる宿泊需

要に対する供給が安定しており，宿泊者数損失が少ないと考える．また，生産年齢人口が多い都道府

県はビジネスが盛んであり，その地が出張先として選定されやすいことが宿泊・観光を後押ししてい

るのではないかと考える． 

 (a)大学生割合は有意水準 5％で有意であり，回帰係数は負である為，大学生割合が高いほど宿泊者

数損失の合計 L が少ないと解釈することができる．仮説で述べた通り，非正規雇用者が占める割合が

相対的に高い宿泊業では，大学生はアルバイトとして重要な労働力である．したがって，大学生が多い

ほど，その地の宿泊業を支える労働力が充実しており，損失も少ないことが考えられる． 

(b)外国人宿泊者割合は有意水準 5％で有意であり，回帰係数は負である為，外国人宿泊者割合が高

い．つまり，海外向けの観光地である都道府県では，宿泊者数損失の合計 L が少ないと解釈すること

ができる．新型コロナウイルスが 5 類感染症に移行し，観光地が旅行を推奨する時期になると急激に

外国人が訪日し，その観光地における宿泊者数損失からの回復が早くなるのではないかと考える．一

方，日本人観光客に依存した観光地は，外国人観光客の急増の波に乗ることができずに宿泊者数損失

からの回復で遅れを取るのではないかと考える． 

(b)海浜自然資源型ダミーは有意水準 10％で有意であり，回帰係数は負である為，観光資源タイプが

海浜自然資源型である都道府県は陸域自然資源型である都道府県よりも宿泊者の損失の合計 L が少な
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いと解釈することができる．海浜自然資源型の観光地とは，海岸，岬，岩石・洞窟という海浜の自然

資源を多く有する観光地で，陸域自然資源型の観光地とは，山岳に関係する観光資源を多く有する観

光地[18]である．したがって，海浜資源に基づいた観光が比較的人気であり，海浜自然資源型の観光地

は集客力が高く，結果として宿泊者数損失からの回復も早くなったのではないかと考える． 

5.2 本研究のまとめと展望 

本研究の目的は，新型コロナウイルス感染拡大より宿泊業が受けた経済的損失を都道府県単位で定

量化し，その要因分析を行うことで，将来起こり得る新たな感染症拡大とそれに伴う観光業の経済的

損失に対する備えの強化の一助となる知見を得ることであった．この目的に対して，新型コロナウイ

ルスが 5 類感染症に移行した 2023 年 5 月～2024 年 5 月の宿泊者数損失の合計を目的変数とし，その

要因について重回帰分析を行った． 

結果として，①宿泊業を担う労働力となり得る人口の割合が高いほど損失も少ないこと，②観光タ

イプによって受ける損失が異なることが明らかとなった． 

①の結果から，都道府県間での労働力の分散や，宿泊業を担う人材が少ない都道府県に対して優先的

に補助金を出して支援することが有効であると考える．また，②の結果から，各観光資源タイプの観

光の魅力をアピールし，どの観光資源タイプでも観光地としての人気を獲得していけるような活動を行

うことが有効であると考える． 

本研究では，上記の①や②のような結果が得られた一方で，主に観光タイプに関して課題点が残っ

た．今回は杉本らの研究結果を基に各都道府県の観光タイプを特定したが，近年の観光タイプについ

て，杉本らが掲げた 4 つの観光タイプ以外の観光タイプが存在する可能性がある．例えば，杉本らの

分類では観光資源は考慮できているが，アミューズメントパークやコンサートホールなどの観光施設

は考慮できていない．したがって，近年の観光特性を反映している観光口コミサイトが提供する API

を用いることで，観光客が実際にその土地でどのような活動をして，それに対してどのように感じてい

るかを把握し，これらに基づいた観光タイプを特定することが今後の展望として挙げられる． 
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